
第１回真室川町庁舎建設委員会次第 

 

日 時  平成２９年１０月６日 

午後３時～ 

場 所  真室川町役場 ３階会議室 

 

１ 開 会 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 町長あいさつ 

 

４ 真室川町庁舎建設委員会設置要綱について 

 

５ 委員紹介 

 

６ 委員長及び副委員長の選出について 

 

    委員長               副委員長           

 

７ 議 事 

 

（１）委員会の会議運営について 

 

（２）庁舎建設のこれまでの経過について 

 

（３）その他 

 

８ 閉 会 



資料１ 

真室川町庁舎建設委員会名簿 

 

 

平成２９年１０月６日現在 

委 員 

 氏 名 区 分 所 属 備考 

1 外山 正利 学識（町議会） 町議会副議長  

2 大友 又治 学識（町議会） 町議会 議会運営委員長  

3 井上 夏来 学識（教育委員） 
その他（女性・子育て） 

教育委員 
子育て支援センター職員 

 

4 池田 廣一 公共的団体（区長会） 区長会副会長 ○ 

5 沓澤 康平 公共的団体（商工） 町観光物産協会会長 ◎ 

6 笹原  透 公共的団体（防災） 町消防団第４分団長  

7 佐藤  保 公共的団体（福祉） 社会福祉協議会事務局長  

8 庄司 一夫 公募 及位地区 
 

9 柴田  悟 公募 真室川地区  

 

注１）◎は委員長、○は副委員長（敬称略／順不同） 

注２）任期は目的達成の日まで 

 

事務局：総務課 
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真室川町庁舎建設委員会設置要綱 

（設置） 

第1条 真室川町庁舎（以下「庁舎」という。）の建設について、総合的な意見集約及び必要事項

の審議をするため、真室川町庁舎建設委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第2条 委員会は、次に掲げる事項について所掌する。 

(1) 庁舎建設に関すること。 

(2) その他庁舎建設に関して必要な事項に関すること。 

（組織） 

第3条 委員会は、委員10人以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 公共的団体の代表者等 

(3) 公募による者 

(4) その他町長が適当と認める者 

3 委員会は、必要な意見や助言等を求めるため、専門的見識を有するアドバイザーを置くことが

できる。 

（任期） 

第4条 委員の任期は、第2条に定める事項が終了するまでとする。 

2 事故、その他の事由で、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 



（委員長及び副委員長） 

第5条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第6条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

2 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者に出席を求め、説明又は意見を聴

くことができる。 

（庶務） 

第7条 委員会の庶務は、総務課において処理する。 

（その他） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この告示は、平成29年 9月1日から施行する。 

（招集の特例） 

2 この告示の施行後最初に開かれる委員会は、第6条1項の規定にかかわらず、町長が招集する。 

（告示の失効） 

3 この告示は、第2条に規定する目的を達成後、効力を失う。 



真室川町庁舎建設委員会会議運営について（案） 

 

１ 会議について 

（１）会議は、原則として公開とする。 

（２）会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じることが明

らかに予想されるときは、会議を公開しないことができる。この場合、委員長が委員会

に諮ったうえで、非公開の決定を行う。 

（３）会議の開催時間については、各委員が出席しやすい時間帯を考慮して設定する。 

 

２ 会議資料について 

会議資料について、原則として会議終了以降、町ホームページで公開し、役場において

閲覧する。 

 

３ 会議録の作成について 

（１）会議終了後、事務局において、次の事項を記載した会議録を作成する。会議録作成の

ため、会議内容を録音することができる。 

① 会議名、開催日時、開催場所、委員の出欠 

② 議題 

③ 傍聴人の数 

④ 審議内容 

⑤ その他、必要な事項 
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真室川町庁舎建設委員会の会議の公開に係る傍聴要領（案） 

（趣旨） 

第1 この要領は、真室川町庁舎建設委員会設置要綱（平成29年告示第54号）第8条の規定

に基づき、委員会の会議の傍聴に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（公開基準） 

第2 委員会の会議は、原則公開とする。ただし、真室川町情報公開条例（平成12年条例第5

号）第6条各号のいずれかに該当する情報を含む事項について検討する場合は、当該会議の

全部又は一部を公開しないことができる。 

2 会議の公開又は非公開の決定は、前項の規定に基づき委員長が決定する。 

（会議開催の事前公表） 

第3 委員会は、会議を開催するにあたっては、事前にホームページ等で会議開催のお知らせ

を公表するものとする。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じた場合は、この限りでは

ない。 

（会議の傍聴等） 

第4 委員会の会議の公開は、会場に傍聴席を設け、会議の傍聴を希望する町民（以下「傍 

聴者」という。）に傍聴を認めることにより行うものとする。 

2 委員会の会議を公開するにあたっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴に係る

遵守事項を定め、会議中における会場の秩序維持に努めるものとする。 

3 傍聴者は、会議当日の会場受付にて自己の住所、氏名を記載するものとする。 

4 傍聴者の定員は、会議室の大きさによりあらかじめ決定する。 

（その他） 

第5 この要領に定めるもののほか、委員会の会議の傍聴に関して必要な事項は、別に定め 

る。 

附 則 

この要領は、平成29年10月6日から施行する。 
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資料３ 
推進体制 

 

 

 
真室川町庁舎建設委員会 

 庁舎建設に関する必要事項を審議  

 ・委員：９名  

 ・Ｈ２９ 設立、中間報告、基本設計結果報告 

 ・Ｈ３０ 実施設計時、必要に応じ開催 

真室川町庁舎建設庁内調整会議 

 庁舎建設に関する必要事項を協議 

 ・構成： 町長、教育長、各課長・事務局長・室長 

真室川町庁舎建設専門部会 

  町民サービス、事務管理、危機管理の３部会を設置し、 

 内部的に必要な事項を調整、検討 

 ・構成： 指定する町職員 

事務局（総務課） 

 建設に係る事務全般を所掌 

町 
 

民 ・ワークショップ等の

開催により基本設計に
意見反映 

調整事項報告 報告事項審議 

・周辺説明会の開催 

設計者：㈱羽田設計事務所 

調整事項報告 協議・検討事項
の指示 

設計案協議 



資料４ 
 

平成２９年度 庁舎建設委員会審議等事項（案） 

開催時期 主な審議内容 

第１回建設委員会 

 Ｈ29.10.6 

 

 

・委員長、副委員長の選出 

・建設委員会の会議運営について 

・これまでの経過説明 

・今後のスケジュール案 

 

 

第２回建設委員会 

 Ｈ29.12 上旬 

 

 

・基本設計案の中間報告 

 設計者より基本設計案の中間報告 

 

 

第３回建設委員会 

 Ｈ30.2 下旬 

 

 

・基本設計最終案の報告 

 設計者より基本設計案を報告 

・次年度以降のスケジュール確認 
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真室川町庁舎建設基本計画 概要版 

平成29年 3月 真室川町 
 

  庁舎建設基本計画は、新庁舎整備を進めるにあたり、基本設計・実施設計に対し、建設条件の大枠を明らか

にする基本的な指針として、庁舎建設の課題、基本方針、機能、建設地、規模、整備の方法を定めるものです。 

  今後の基本設計の段階においても、順次、町民意見やアイデアを取り入れながら、具体的な検討を行い、「設

計書」としてまとめていく予定です。 

 
 

① 現庁舎の現状と問題点、検討経過  

 
経  過 

平成25年11月 建築物の耐震改修の促進に関する法律が改正

され、耐震診断の実施・報告が義務付け 

平成26年6月～ 

10月 

役場庁舎（東庁舎を除く）の耐震診断を実施

し、構造耐震判定指標を全ての階で両方向と

も下回る耐震不足の判定 

平成27年1月～ 

3月 

庁舎のあり方検討委員会で今後の耐震改修や

改築等の方向等を検討し、「役場庁舎を建替え

すべき」答申 

平成27年7月～ 

10月 

町の内部組織「庁舎整備検討会議・検討部会」

で検討し、「庁舎整備検討報告」とりまとめ 

平成28年12月～ 

平成29年  3月 

庁舎建設検討委員会で「庁舎建設基本計画」

を検討、計画案を作成 

 

② 新庁舎建設の基本理念、基本方針  

  【基本理念】 「町民が利用しやすく親しみやすい、まちづくりと防災の拠点」 

  【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①耐震性の不足による

安全性の低下 

②施設の老朽化による

維持管理経費の増大 

③庁舎の狭溢化による

町民サービスの低下 

⑥環境に配慮した庁舎 

①利用しやすく親しみやすい庁舎 

②まちづくりの交流拠点となる庁舎 

③開かれた議会を推進する庁舎 

真室川町 

産 業 町 民 

新
庁
舎 

④  

⑤効率的で経済的な庁舎 

　　資料５
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③ 新庁舎に求められる基本的機能  

(1)町民交流・情報発信機能 
町の行政情報や観光情報を発信するため、町政情報や観光コーナーなど

のスペースと町民が交流できるスペースの設置を計画します。 

・ 来庁者が交流・休憩をとれる空間の設置 

・ 誰もが訪れやすく、使いやすい配置 

・ 会議・議会開催状況を発信できる表示板等の設置  など 

(2)窓口機能 
窓口部門は、行政サービスの中核であり、最も身近にサービス提供する

ことから、その機能はより充実したものとします。 

・ 窓口サービスの１階への集中設置 

・ 誰もが利用しやすくコミュニケーションをとりやすいカウンターの設置 

・ 窓口の個人情報保護やプライバシー保護に配慮  など 

(3)執務機能 
執務スペースにおいては、職員や物の移動を容易にする必要があるほか、

情報化時代に対応した設備・機器を整備します。 

・ 情報システムを操作するスペースの確保 

・ 窓口部門や執行部門など利用者がわかりやすいゾーニング 

・ 移動間仕切りによる会議室の柔軟な室構成  など 

(4)情報セキュリティ機能 
効果的かつ迅速に質の高いサービスを提供するため、行政情報システム

を構築するとともに、情報セキュリティ機能に十分に配慮します。 

・ 執務スペースと共有スペースの区分の明確化 

・ 電子的情報や情報資産を安全に管理する電子情報管理室を設置 

・ パソコンの個人情報適正管理に配慮した配置  など 

(5)収納機能 
書類等の収納・保管については、文書管理の改善に努めながら、保管期

間に応じて適切に計画します。 

・ 行政文書の保管期間に応じた適切なスペースの確保 

・ 個人情報や重要な公文書管理のため施錠型書架・書庫の確保 

・ 永年保存文書や重要書類の保管室の設置  など 

(6)議会機能 
町民に開かれた町議会を推進し、気軽に本会議を傍聴することを可能と

します。また、議員活動の拠点としての機能も考慮します。 

・ 誰もが容易に傍聴できる傍聴席の整備、わかりやすい傍聴席への案内表示 

・ 議場の多目的な活用検討 

・ 委員会会議室の一般会議室としての利用 など 

(7)防災機能 
安全・安心を支えるため、防災拠点として、また災害発生時には復旧拠

点として対応できる庁舎機能及び耐震性能を備えます。 

・ 災害対策室の設置、自家発電設備など非常電源設備等の整備 

・ 防災関連諸室の平常時の有効利用 

・ 災害物資の備蓄基地機能の検討 など 

(8)庁舎維持管理・警備機能 
華美な要素を抑制し、組織改編等に対する自由度の高さや事務の効率性

を重視するとともに、長期的な維持管理費の低減を図ります。 

・ 会議室や共用スペースの多目的利用、省スペース化、デザインのシンプル化 

・ 既存施設の有効活用、庁舎規模のコンパクト化 

・ 維持管理や清掃、修繕などのメンテナンスの容易性、経済性確保  など 

(9)環境配慮・省エネルギー機能 
省エネルギー対策を基本としながら、再生可能エネルギー等の活用を検

討し、雪対策にも取り組みます。 

・ 自然エネルギー有効活用の検討、照明や空調の効率的な設備機器の導入 

・ 維持管理経費の低減  

・ 落雪、雪下ろし、除排雪等の雪対策  など 

(10)その他共用機能 
多くの町民に利用される庁舎であり、すべての人が快適に利用できるよ

う配慮します。 

・ トイレ、給湯室の各階設置と1階への多機能トイレ等の設置 

・ エレベーターの設置、廊下階段等の十分な幅員確保 

・ 職員の休憩場所、更衣室等保健機能への配慮 など 
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④ 新庁舎の配置計画・規模  

(1)配置計画 
庁舎の基本的機能が効率的に連携し、スペースの有効活用が図られるよう配置します。

（具体的には設計段階で検討） 

・ 庁舎敷地について、周辺環境との調和や、交通事情に配慮 

・ 仮設庁舎を設けず、現庁舎を維持しながら、新庁舎の建設 

・ 現庁舎は、新庁舎建設後に解体し、駐車場を基本に整備 

教育委員会事務局を中央公民館から新庁舎に移転（中央公民館は図書館機能等を充実） 

(2)基本指標 
①計画人口・・・平成32年度の将来計画人口7,800人 

②新庁舎に配置する想定職員数・・・92人（常勤特別職は定数、非常勤職員含む） 

③議員数・・・11人 

(3)庁舎規模 
①新庁舎の規模・・・3,000㎡を上限 

②駐車場等の規模・・・駐車場142台（周辺公共施設駐車場利用も考慮）、駐輪場10台 

③附属建物の規模・・・車庫300㎡程度（多目的倉庫を加えた複合施設も検討） 

 

⑤ 新庁舎建設の位置  

  【敷地条件】 

  〇現職員駐車場を建設敷地とします。 

  〇敷地面積：約９，６００㎡ 

  〇第1種住居地域 

（容積率200％、建ぺい率60％） 

近隣商業地域（一部） 

（容積率200％、建ぺい率80％） 

 

真室川町地域防災計画による地震の影響予想 

平均で震度5強～6強 

最大で震度6弱～6強 

  最上川水系真室川洪水浸水想定区域図による浸水想定 

   計画規模の降雨による河川氾濫の場合   なし 

想定最大規模の降雨による河川氾濫の場合 敷地ほぼ全域で0.5ｍ未満程度、浸水継続時間 一部12時間 

 

※耐震安全性を確保し、浸水想定の影響を回避した庁舎を建設します。 

【既存施設の利活用・廃止等】 

施設名 建築年 構造 規模 利活用方向 

(1)水道管理棟 昭和57年 鉄筋コンクリート

造、2階 

366㎡ 交通アクセス確保のため廃止・解

体 

(2)健康管理センター 昭和62年 鉄筋コンクリート

造、2階 

520㎡ 継続利用、新庁舎と一体的活用を

検討 

(3)情報センター 平成16年 鉄骨造、2階 230㎡ 継続利用、新庁舎と一体的活用を

検討 

(4)公用車車庫 昭和60年 鉄骨造、平屋 

 

243㎡ 解体整理のうえ新築 

(5)旧医師住宅 昭和62年 木造、平屋 

 

138㎡ 解体整理を検討 

(6)末広町消防ポンプ庫 

（2階：公民館分館） 

不明 木造、2階 107㎡ 交通アクセス確保のため近隣消防

ポンプ庫との一元化・移築を検討 

(7)役場庁舎 昭和38年 鉄筋コンクリート

造、4階 

2,304㎡ 新庁舎建設後、解体のうえ駐車場

を基本に整備 

現役場庁舎 

建設予定地 
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⑥ 新庁舎の構造、事業手法、事業費、建設スケジュール  

【構造】 

  〇敷地条件から 3階建てを基本に建設します。 

  〇構造は鉄筋コンクリート造（ＲＣ）を基本に、各構造形式を比較しながら、設計段階で検討します。 

【事業手法】 

従来方式 

（設計・施工分離発注方式） 

デザインビルド方式 

（設計・施工一括発注方式） 

ＰＦＩ方式 

設計者、施工者をそれぞれの段階で町が個

別に選定・発注する方式。設計者は委託契

約により基本設計・実施設計を行い、完成

した設計図書をもとに工事を発注する。 

町が資金調達を負担し、設計・施工を一括

して応募企業（グループ）に発注する方式。

事業者は一般的に公募により選定される。 

町がＰＦＩ事業者（特定目的会社）にＰＦ

Ｉ法に基づき全業務を長期契約で一括発

注し、ＰＦＩ事業者が資金調達を行い、設

計、施工、維持管理の各業務を行う方式。 

〇新庁舎建設の事業手法については、従来方式に優位性があると判断し、従来方式とします。 

〇設計業者の選定は、設計業者の創意工夫を十分に生かした契約を締結することができること、また、公平

性等の観点から、簡易プロポーザル方式による業者選定を基本とします。 

【事業費】 

〇概算事業費は、国土交通省新営予算単価を参考にしながら、鉄筋コンクリート造で建設した場合の試算で

は、次の内訳により約15億円としています。  

項目 金額（百万円） 備考 

本体工事 １１５３．２ 3,000㎡、384,385円/㎡（本体、電気設備、機械設備） 

車庫工事 ５０．５ 300㎡ 

外構工事 ４９．２ 2,000㎡、掲揚塔、掲示板、構内緑化、外灯等 

解体工事 ６１．４ 現庁舎、車庫、水道管理棟、廃棄物処理 

設計・工事監理 １２６．８ 設計、工事監理、地盤・測量調査等 

〇構造や建築手法による増減や資材価格の高騰、現在想定している以外の工事の発生のほか、再生可能エネ

ルギーを活用した設備費用やその他の経費（備品、機器類の移設・更新費、引越し費用、関連工事等）に

ついても考慮しておく必要があることから、全体の事業費は、約18億円から20億円と想定されます。 

〇今後、設計段階で庁舎の主要構造や耐震対策など詳細な事業費を積算するため、この概算事業費はひとつ

の目安とするものです。 

〇財源としては地方債のほか、建設年次の一時負担や後年次の公債費負担の軽減を図るため、町有施設整備

基金も活用します。また、国庫補助金等の活用も検討します。 

【建設スケジュール】 

 H28 H29 H30 H31 H32 

基本計画      

設計者選定      

測量・地質調査      

基本設計      

実施設計      

既存建物除却工事      

本体建設工事      

駐車場・外構工事      

庁舎移転      

供用開始      

既存庁舎除却工事      

 

（発行）真室川町役場 総務課  〒999-5312 山形県最上郡真室川町大字新町127-5 

    電話：0233-62-2111（内線212）   FAX：0233-62-2731   http://www.yume-net.org/ 



資料６ 
 

基本計画策定後の経過 

 

１．設計事業者の選定について 

日 時 項 目 備 考 

Ｈ29.5.10 第 1回基本設計業務委託業者選定プロ

ポーザル審査委員会開催 

委員： 庄司忠美委員長（区長会会長） 

佐藤泰宏副委員長(最上総合支庁建設部建築課長) 

江川嘉幸委員（県立産業技術短期大学校教授） 

総務課長・建設課長 

・委員長・副委員長選出 

・会議の運営について 

・実施要領、審査要領及

び評価要領について 

Ｈ29.5.16 指名審査委員会開催 県内 4事業者選定 

Ｈ29.5.24 第 2 回委員会（書面会議） ・各要領の修正 

Ｈ29.6.1 指名通知送付  

Ｈ29.7.14 技術提案書提出期限  

Ｈ29.7.21 一次審査 事務局による資格審査 

Ｈ29.7.29 基本設計業務委託業者選定プロポー

ザル公開プレゼンテーション実施 

指名業者：県内 4事業者 

傍聴者：16 名（町内 4名） 

Ｈ29.8.2 選定審査委員長より町長に審査結果

を報告 

庄司忠美委員長 

Ｈ29.8.3 最優秀者を㈱羽田設計事務所と特定

し、通知 

優秀者（次点） 

㈱鈴木建築設計事務所 

Ｈ29.8.7 業務委託費用に関する見積書を提出

のうえ見積決定 

 

Ｈ29.8.10 業務委託契約締結 

・契約金額：24,624 千円 

・履行期限：Ｈ30.2.28 

※基本設計完了後、1 者

随意契約により実施設計

業務委託を締結予定 

 

○審査方法： 第一次審査（資格審査 35 点）+ 第二次審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ等 65 点・

審査委員 5 名の平均点）＝100 点満点により審査 

 

○選定結果 

     第１提案者 第２提案者 第３提案者 第４提案者 

評価点 ６２．１２ ７５．６ ６３．９ ７１．９６ 

順位 ４位 最優秀者 ３位 優秀者 

 － 羽田設計事務所 － 鈴木建築設計事務所 

 



○最優秀者が評価された点（審査結果報告書抜粋） 

最優秀者となった第２提案者は、一次審査において技術者の優れた業務実績

が高評価の要因となったことに加え、二次審査でも各審査委員から以下の評

価がなされた。 

・環境共生型庁舎として、最新の手法を駆使し、ZEB‐READY（50％以上の省

エネ）を目指すなど、他者と比較して環境配慮に高い意識が感じられる。 

・建設後も施工者と一体となったモニタリングを定期的に行うことで、維持

管理に携わる等、ランニングコスト低下への意識が高い。 

・長屋門型の大屋根や鉄骨の制震構造など他者にはない独自の技術提案によ

り、特定テーマに対する理解度が高い。その反面、いずれもコストアップ

につながる要因とも思われるので、協議の中で取捨選択をしながら、より

良いものを作り上げていただきたい。 

・町民参加のワークショップを段階的に開催し、多くの意見をくみ上げ庁舎

機能の理解を深めることで、その後もまちづくりへの波及が期待できる。 

・地元産木材等の利用を含め、町内建設関係者より協力を得られやすい体制

づくり（会議の設置）を図るなど、他者にない提案であった。 

・メインエントランスの上に大屋根があり、利用者が雨や雪を気にせず利用

できるなど、町民利用に配慮した提案が随所にみられる。 

・災害時に庁舎機能を維持するライフラインのバックアップシステムに対す

る提案が整理されていたことに加え、大屋根の災害時利用や公用車車庫の

配置など、防災面で外部との連携がしやすい提案である。 

 

２．関連業務の発注 

業務名 契約先 契約金額 履行期限 

新庁舎建設用地測量業務委託 (有)真和技建 5,184 千円 Ｈ29.10.31 

新庁舎建設敷地土質調査業務委託 (株)高田地研 3,186 千円 Ｈ29.11.2 

 

３．その他 

基本計画時には、建設用地として見込んでいなかったが、今後の土地利用計

画を考慮し、第 4回町議会臨時会（Ｈ29.7.24）において、隣接する用地（5 筆・

2,119 ㎡）を買収するための予算 25,000 千円を上程のうえ議決。 

現在、売買契約締結まで完了。



 

着色部：新庁舎建設敷地（町有地） 

太線部：今後買収予定地 

現庁舎 



庁舎建設のフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．庁舎建設基本計画（素案）の検討 

庁舎建設検討委員会 

・庁舎の基本的事項、建設位置の選定、建設規模、建設時期、その他必要な事項 

３．新庁舎建設基本計画策定 

  ・庁舎建設委員会の立ち上げ（委員委嘱） 

２．住民・議会の意見聴取 

・経過報告・意見聴取・パブリックコメントの実施 

４．設計者選定 

【設計者選考委員会（庁舎建設委員・役場職員）】 

・基本計画を基に、設計を担当する設計会社を選定 

・関連する予算計上・議会議決 

・測量設計委託・用地購入費等 

５．基本設計 

【設計会社・庁舎建設委員会・役場職員】 

基本計画で示された条件を整理し、平面・空間の構成、備えるべき機能や性能、内外のデザ

インなどを基本設計図書として概算事業費を算定。  

６．実施設計 

【設計会社・庁舎建設委員会・役場職員】 

７．事務所位置変更条例 議会議決 

８．工事請負業者選定 

  ・関連予算計上・議会議決 

10．完成・移転 

９．工事 

資料７ 


